2008年12月18日
関西地方経営者協会　

　会　長　各　位

関西労使会議を構成する地方連合会

会　長　一　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　

緊急雇用対策についての緊急要請
　貴団体の労働者の労働条件改善に向けたご尽力に心から敬意を表します。

　さて、米国に端を発した世界的な金融危機は、実体経済に影響を及ぼし、世界経済全体に深刻な影響を与えています。日本国内でも、急激な円高と株安のもと、外需の減少、物価の高止まりと家計の改善の遅れによる内需と地域経済の低迷など、大きな打撃と影響を受け、さらに雇用情勢も厳しい局面をむかえています。

とりわけ深刻なのは、非正規労働者の雇用問題です。派遣労働者や期間の定めのある労働者の契約打ち切りや雇い止めが頻発し、特に製造業においては、毎日のように多くの派遣契約の打ち切りについて報じられています。今後、年末にかけてさらに深刻な状況が危惧されます。また、新規学卒者の内定取り消し事例や求人取り消し等も散見され社会問題化しつつあります。

連合は、この状況改善に向け、中央、地方の行政が一体となって、強力かつ的確な予算措置による適切な経済対策、金融対策、新たな雇用創出対策など緊急的な対応が必須であるとの考えから、政府にはもちろん各都道府県に対してもさまざまな要請を行ってきているところです。

　この関西労使会議では、「安心・安全の社会」をキーワードに、この4年間近畿を中心とする8府県の労使が一堂に会して、労使の枠を超えて共同研究の実施や見学会等も含め、幅広い取り組みを行ってきたところです。

　私どもは、関西労使会議のテーマ「安心・安全の社会」からみても、雇用の維持・安定は極めて重要な課題であるとの認識から直面する緊急事態に対応するには、労使間の一層の連携が必要であると考えております。つきましては、緊急の雇用対策について以下の点についてお取り組みいただきますように要請いたします。

記

Ⅰ.　貴経営者協会として、下記の内容の趣旨についてご理解を賜り、国に対して要請を行っていただきたい。

１．派遣労働者等の契約停止に伴う就労・住宅・生活支援策の拡充について

(1)「非正規労働者就労支援センター」を早急に設置し、就労・住宅・生活に関する総合的な支援を行う。

(2)フリーターや契約停止の派遣労働者等を対象に、緊急措置として、雇用促進住宅の活用、公営住宅の借り上げ等による住宅支援を行う。

(3)外国人労働者の雇止めなど雇用・労働に関わる相談窓口をハローワークや総合労働相談コーナーに開設し、通訳を配置するとともに、母国語によるリーフレットを出入国管理局や市町村の窓口等を通じて周知をはかる。

２．雇用・就業形態の多様化に対応した雇用保険制度への改革

(1)雇用保険の基本手当の受給資格要件である被保険者期間については、特定受給資格者以外も「離職の日以前1年間に6か月」とする。

(2)雇用保険の加入について「1年以上の雇用見込み」は要しないものとする。

(3)雇止めに伴う失業者は、特定受給資格者とする。

３．企業の雇用維持に対する支援

(1)雇用調整助成金については、要件の緩和および支給日数の延長を速やかに実施する。

(2)非正規労働者の休業等も雇用調整助成金の対象とする。

Ⅱ．関西労使会議を構成する各府県の労使で、雇用・生活の安定に向け共同歩調をとって効果的な取り組みを行っていただきたい。

Ⅲ．派遣労働者の契約打ち切りや有期契約労働者の雇い止め、さらに採用内定取消しなどについては、「派遣元事業主及び派遣先が講ずべき措置に関する指針」と「新規学卒者の採用に関する指針」に基づいて慎重に対処いただきたい。

以上要請いたします。
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